
　
全
国
学
校
法
人
立
専

門
学
校
協
会
（
小
林
光

俊
会
長
）の
理
事
会
が

2
月
22
日
、
東
京
・
千

代
田
区
九
段
北
の
ア
ル

カ
デ
ィ
ア
市
ヶ
谷
で
開

か
れ
ま
し
た
。

　
理
事
会
に
先
立
っ
て
、
小
林
会
長
が

あ
い
さ
つ
で
「
本
協
会
の
会
長
を
仰
せ

つ
か
っ
て
6
年
に
な
る
が
、
政
治
と
行

政
の
後
押
し
で
4
年
前
に
職
業
実
践
専

門
課
程
が
創
設
さ
れ
、
続
い
て
専
門
職

大
学
、
専
門
職
短
期
大
学
が
制
度
化
さ

れ
た
」
と
こ
れ
ま
で
の
実
績
を
強
調
し

ま
し
た
。
そ
の
上
で
、「
働
き
方
改
革
や

社
会
人
の
学
び
直
し
へ
の
対
応
等
で
職

業
教
育
は
大
き
な
転
換
期
を
迎
え
て
い

る
。新
大
学
の
創
設
に
よ
っ
て
、日
本
の

職
業
教
育
は
国
際
社
会
に
も
開
か
れ
た

も
の
と
な
る
。
こ
う
し
た
変
化
の
波
を

本
協
会
の
事
業
で
さ
ら
に
前
へ
進
め
て

い
き
た
い
」
と
抱
負
を
語
り
ま
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
山
谷
え
り
子
参
議
院
議

員
、
赤
池
誠
章
参
議
院
議
員
が
出
席
し

ま
し
た
。
専
修
学
校
の
予
算
増
額
を
自

民
党
の
専
修
学
校
等
振
興
議
員
連
盟
の

総
会
な
ど
で
訴
え
て
い
る
山
谷
議
員
は

「
東
京
都
は
職
業
実
践
専
門
課
程
に
新

規
予
算
を
計
上
し
て
お
り
、
こ
う
し
た

新
し
い
動
き
を
全
国
に
広
げ
て
い
き
た

い
」と
述
べ
た
。ま
た
赤
池
議
員
は
、専

修
学
校
の
質
保
証
及
び
向
上
、
職
業
実

践
専
門
課
程
認
定
学
科
の
大
臣
証
明
書

の
発
行
な
ど
に
関
す
る
国
政
報
告
を
行

い
ま
し
た
。

　
続
い
て
文
部
科
学
省
生
涯
学
習
政
策

局
専
修
学
校
教
育
振
興
室
の
廣
野
宏
正

室
長
が
あ
い
さ
つ
を
兼
ね
て
平
成
30
年

度
専
修
学
校
関
係
予
算
、
高
等
教
育
段

階
の
負
担
軽
減
方
策
、
平
成
29
年
度
職

業
実
践
専
門
課
程
の
認
定
状
況
な
ど
に

関
す
る
行
政
報
告
を
述
べ
ま
し
た
。

　
報
告
に
よ
る
と
、
平
成
29
年
度
は
全

国
で
94
校
1 

5 

2
学
科
が
認
定
さ
れ
、

認
定
取
り
消
し
な
ど
を
差
し
引
く
と
全

国
の
職
業
実
践
専
門
課
程
の
認
定
状
況

は
9 

5 

4
校
2 

8 

8 

5
学
科
と
な
り
ま

し
た
。
こ
れ
は
全
国
の
学
校
数
の
33
・

8
％
、
学
科
数
で
38
・
9
％
に
当
た
り

ま
す
。

　
ま
た
専
修
学
校
関
係
の
平
成
30
年
関

係
予
算
（
案
）
は
総
額
36
億
3
千
万
円

で
、
前
年
よ
り
4
千
万
円
増
と
な
っ
た

こ
と
が
報
告
さ
れ
ま
し
た
。
新
規
に

「
専
修
学
校
と
地
域
の
連
携
深
化
に
よ

る
職
業
教
育
魅
力
発
信
力
強
化
事
業
」

（
6
千
万
円
）
が
計
上
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
職
業
教
育
が
大
学
教
育
に
比

べ
て
一
段
低
く
見
ら
れ
る
風
潮
が
我
が

国
で
は
根
強
い
た
め
、
①
各
ス
テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー
別
の
効
果
的
な
情
報
集
約
・

情
報
発
信
の
在
り
方
②
有
効
な
広
報

ツ
ー
ル
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
の
整
理
③
職
業

体
感
型
教
育
実
施
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備
な

ど
、
情
報
発
信
モ
デ
ル
の
形
成
を
目
指

し
て
い
く
と
い
う
こ
と
で
す
。

　
理
事
会
で
は
小
林
会
長
が
議
長
を
務

め
て
、
第
1
号
議
案
・
平
成
30
年
度
事

業
計
画
原
案
、
第
2
号
議
案
・
平
成
30

年
度
収
支
予
算
原
案
を
審
議
し
た
あ

と
、
満
場
一
致
で
提
出
議
案
が
承
認
さ

れ
、
6
月
に
開
か
れ
る
本
協
会
の
総
会

に
上
程
さ
れ
ま
す
。

　
平
成
30
年
度
事
業
計
画
原
案
に
は
①

職
業
教
育
の
情
報
発
信
・
機
会
提
供
、

職
業
教
育
体
系
の
確
立
と
複
線
型
教
育

体
系
の
整
備
な
ど
、
国
の
支
援
・
振
興

策
の
実
現
②
専
門
学
校
制
度
の
充
実
・

改
善
に
必
要
な
方
策
の
実
現
、「
職
業

実
践
専
門
課
程
」
の
普
及
・
検
証
及
び

質
的
な
充
実
の
推
進
③
教
育
の
質
保

証
、
情
報
公
開
、
法
令
遵
守
等
に
向
け

た
取
組
の
推
進
と
い
う
3
本
の
基
本
方

針
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
基
本
方
針
に
基
づ
い
て
具
体
的

な
重
点
目
標
が
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。
ま

ず
基
本
方
針
の
①
で
は
「
職
業
教
育
等

に
関
す
る
情
報
発
信
・
情
報
提
供
」「
職

業
教
育
体
系
の
確
立
へ
の
対
応
」、②
に

つ
い
て
は
、「
専
門
学
校
の
振
興
方
策
の

実
現
に
向
け
た
対
応
」「
職
業
実
践
専

門
課
程
の
普
及
・
検
証
及
び
質
的
な
充

実
の
推
進
」「
教
育
費
私
費
負
担
の
軽
減

に
向
け
た
公
的
財
政
支
援
の
充
実
」「
留

学
生
受
け
入
れ
の
対
応
」「
教
育
訓
練

等
へ
の
対
応
」な
ど
を
重
点
目
標
に
、本

協
会
の
機
能
強
化
と
行
政
府
と
の
連
携

等
を
打
ち
出
し
て
い
ま
す
。
ま
た
基
本

方
針
の
③
で
は
「
職
業
実
践
専
門
課
程

の
質
保
証
の
取
り
組
み
推
進
」「
職
業
能

力
評
価
基
準
等
の
仕
組
み
へ
の
対
応
」

「
法
令
そ
の
他
準
ず
る
事
項
の
遵
守
」

等
へ
の
取
り
組
み
を
強
力
に
推
進
し
て

い
く
こ
と
が
打
ち
出
さ
れ
ま
し
た
。

　
特
に
職
業
教
育
体
系
の
確
立
へ
の
対

応
で
は
、
生
涯
を
通
じ
た
学
び
の
ニ
ー

ズ
に
多
様
な
教
育
機
会
の
提
供
、「
国

際
通
用
性
に
対
応
し
国
家
学
位
・
資
格

枠
組
み
（
Ｎ
Ｑ
Ｆ
）」
の
整
備
を
文
科

省
に
求
め
て
い
く
―
こ
と
な
ど
が
具
体

的
な
目
標
と
し
て
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　
ま
た
専
門
学
校
制
度
の
充
実
・
改
善

に
つ
い
て
は
、「
職
業
実
践
専
門
課
程
」

認
定
基
準
の
改
定
に
対
応
し
た
全
専
各

連
作
成
の
「
指
針
」
の
見
直
し
を
行
う

と
と
も
に
、
実
践
的
か
つ
専
門
的
な
職

業
教
育
の
質
保
証
に
係
る
事
案
の
検
証

を
行
う
こ
と
と
し
、
文
科
省
に
対
し
て

認
定
課
程
の
各
要
件
の
実
質
化
促
進
の

取
り
組
み
、
認
定
課
程
に
対
す
る
文
科

省
認
定
証
の
交
付
等
を
通
じ
て
「
職
業

実
践
専
門
課
程
」
の
社
会
へ
の
浸
透
を

図
る
よ
う
求
め
て
い
く
考
え
で
す
。

　
全
専
協
は
、
平
成
30
年
度
の
事
業
を

通
し
て
Ａ
Ｉ
、
Ｉ
Ｔ
な
ど
の
第
四
次
産

業
革
命
の
進
展
に
対
応
し
、専
門
学
校
に

お
け
る
職
業
教
育
の
さ
ら
な
る
充
実
・

発
展
に
努
め
て
い
く
と
し
て
い
ま
す
。
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平成30年度の事業計画原
案などを決めた本協会の
理事会ʹࣸਅ্ʹと、あ
いさつする小林光俊会長

本協会理事会
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平成30年度 専修学校関係予算
 ઐमֶڭߍҭͷਓࡐཆ成ػೳͷ্޲ （ ）は29年度予算額ɹ  ɹ

 ˓ ઐमֶߍʹΑΔ஍Ҭۀ࢈த֩తਓࡐཆ成1 ۀࣄ���ԯԁ （ 1��8ԯԁ ）
　分野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築等を進めるとともに、これ
からの時代に対応した教育プログラム等の開発や社会人の学び直しの推進、効果的な
産学連携教育の実施のためのガイドラインの作成等を進める。

　　＜事業での取組＞
　　　○産学連携体制の整備
　　　○教育プログラム等の開発
　　　　　・ Society5.0等対応カリキュラムの開発・実証【新規】
　　　　　・ 地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証【新規】
　　　　　・ eラーニングの積極活用等による学び直し講座の開設促進
　　　　　・ 学びのセーフティーネット機能の充実強化【新規】
　　　○産学連携手法（専修学校版デュアル教育）の開発

 ˓ ઐमֶߍάϩʔόϧԽରԠਪਐࢧԉ2�0 ۀࣄԯԁ （ 2��ԯԁ ）
　諸外国における日本の専修学校の広報・優秀な外国人留学生の掘り起こし、日本語
教育支援や修学支援、留学生の在籍管理、卒業後の国内への定着支援など、各地域に
おける関係機関・団体との連携によるモデル体制の構築を進める。

ਓཹֶੜ੍౓ ���ԯԁ （ ���ԯԁ ）ɹࠃ֎අࠃ ˓ 
 ઐमֶڭߍҭͷ࣭อ ɾূ্޲
 ˓ ৬࣮ۀફઐ໳՝ఔ౳Λ௨ͨ͡ ઐमֶߍͷ࣭อ ɾূ্޲ͷਪਐ 1�3ԯԁ （ 1�8ԯԁ ）

　専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を
図るとともに、先進モデルの開発等による職業実践専門課程の充実に向けた取組の推進
等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

 ˓ ઐमֶߍͱ஍Ҭͷ࿈ਂܞԽʹΑΔ৬ڭۀҭັྗൃ৴ྗڧԽۀ̡ࣄ ৽ن  r 0��ԯԁ （ ᴷᴷ   ）
　専修学校が担う職業教育の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発信の在り方
について検討・検証を行うとともに、関係機関と連携し、専修学校の職業教育機能を生か
した体感型の学習機会等を提供した際の効果、連携に当たっての留意点を整理する。ɹ

 ֶͼͷηʔϑςΟωοτͷอো
 ˓ ઐ໳ֶߍੜ΁ͷޮՌతͳࡁܦతࢧԉͷࡏΓํʹؔ͢Δ࣮ূ1�8 ۀࣄڀݚԯԁ （ 1�8ԯԁ ）

　意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう、
専門学校生に対する経済的支援策について総合的な検討を進めるため、実証的な研究
として経済的支援及びその効果検証等を行う。

ઃ੔උඅิॿۚ 3�0ԯԁ （ 3�0ԯԁ ）ࢪߍֶཱࢲ ˓ 
ઃඋ੔උඅ౳ิॿۚ 2�3ԯԁ （ 2�3ԯԁ ）ڀݚେֶ౳ཱࢲ ˓ 

 ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ߹ɹɹɹɹɹ3��3 ܭԯԁ （ 3���ԯԁ ）

ʻ౦日ຊେ਒ࡂ΍۽ຊ஍਒ Β͔ͷ෮܎ؔڵʼ
 ˓ ඃࣇࡂಐੜెबֶࢧԉ౳ۀࣄ ˞౦日ຊେ਒ࡂ෮ڵಛผձ�2 ܭԯԁͷ಺਺ ɹɹ
 ˓ ඃࣇࡂಐੜెबֶࢧԉ౳ۀࣄ （۽ຊ஍਒ରԠ෼） 3ԯԁͷ಺਺ ɹɹ
※ 上記のほか、高等学校等就学支援金、日本学生支援機構の奨学金事業等の中に、専修学校生を対象とした予算が
含まれている。

※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しない。
※ このほか、平成２９年度補正予算（案）に私立学校施設整備費補助金（学校施設の耐震化）を計上予定
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■平成30年度専修学校関係予算は前年度より4千万円多い36億3千万円となりまし
た。新規に「専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業」（6
千万円）が計上されました。
　これは、専修学校が担う職業教育の魅力発信力を強化するために、効果的な情報
発信の在り方について検討・検証を行うものです。
　職業教育が大学教育に比べて一段低く見られる風潮が我が国では根強いため、①
各ステークホルダー別の効果的な情報収集・情報発信の在り方②有効な広報ツール
フォーマットの整理③職業体験型教育実施マニュアル整備などを検討し、専修学校
が担う職業教育の発信力の強化を目指す新規事業です。
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文
部
科
学
省
は
2
月
27
日
、
専
修
学
校
の

専
門
課
程
に
お
け
る
職
業
実
践
専
門
課
程
の

認
定
に
関
す
る
規
程
（
平
成
25
年
文
部
科
学

省
告
示
第
1 

3 

3
号
）
に
基
づ
い
て
、
平
成

29
年
度
の
「
職
業
実
践
専
門
課
程
」
の
認
定

等
を
行
い
、
官
報
で
告
示
し
ま
し
た
。

　「
職
業
実
践
専
門
課
程
」
は
企
業
等
と
の
密

接
な
連
携
に
よ
り
、
最
新
の
実
務
の
知
識
等

が
身
に
付
け
ら
れ
る
よ
う
教
育
課
程
を
編
成

し
、
よ
り
実
践
的
な
職
業
教
育
の
質
の
確
保

に
組
織
的
に
取
り
組
む
専
門
課
程
を
、
各
学

校
の
申
請
、
都
道
府
県
知
事
等
の
推
薦
に
基

づ
き
、
文
部
科
学
大
臣
が
認
定
す
る
も
の
で
、

平
成
26
年
4
月
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　
平
成
29
年
度
は
全
国
で
94
校
1 

5 

2
学
科

が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
平
成
25
〜
29
年
度
の

認
定
を
合
計
す
る
と
全
国
で
9 

5 

4
校
2 

8  

8 

5
学
科
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
全
国
の

学
校
数
の
33
・
8
％
、
学
科
数
で
38
・
9
％

に
当
た
り
ま
す
。
ま
た
29
年
度
の
名
称
変
更

は
69
校
1 

5 

8
学
科
、
平
成
30
年
2
月
27
日

付
の
取
り
消
し
が
22
校
34
学
科
あ
り
ま
し
た
。

取
り
消
し
は
廃
止
ま
た
は
認
定
要
件
に
該
当

し
な
く
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
平
成
29
年
度
の
認
定
状
況
（
学
科
）
を

分
野
別
に
み
ま
す
と
①
工
業
6 

3 

8
学
科

（
48
・
6
％
）
②
商
業
実
務
5 

3 

3
学
科

（
38
・
3
％
）
③
教
育
社
会
福
祉
2 

5 

4
学
科

（
37
・
3
％
）
④
衛
生
2 

7 

1
学
科
（
29
・
6
％
）

⑤
医
療
5 

3 
6
学
科
（
28
・
8
％
）
⑥
文
化

教
養
5 

3 

0
学
科
（
27
・
1
％
）
⑦
服
飾
家

政
1 

1 

0
学
科
（
18
・
6
％
）
⑧
農
業
13
学

科
（
9
・
5
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
　
）

内
は
分
野
の
総
学
科
数
に
対
す
る
認
定
学
科

状
況
。

　
ま
た
学
校
数
の
認
定
状
況
を
都
道
府
県
別

に
み
ま
す
と
、
①
東
京
都
1 

2 

7
校（
4 

7 

5

学
科
）
②
大
阪
府
96
校
（
3 

5 

0
学
科
）
③
福

岡
県
64
校
（
2 

0 

1
学
科
）
④
北
海
道
62
校

（
1 

6 

1
学
科
）
⑤
愛
知
県
51
校
（
1 

8 

7
学

科
）な
ど
と
な
っ
て
お
り
、
認
定
校
が
1
校
も

な
い
と
こ
ろ
は
滋
賀
県
の
み
と
な
り
ま
し
た
。

　
職
業
実
践
専
門
課
程
の
具
体
的
な
認
定
の

要
件
は
①
修
業
年
限
が
2
年
以
上
で
あ
る
こ

と
②
専
攻
分
野
に
関
す
る
企
業
、団
体
等
（
以

下
企
業
等
）
と
の
連
携
体
制
を
確
保
し
、
授

業
科
目
の
開
設
そ
の
他
の
教
育
課
程
の
編
成

を
行
っ
て
い
る
こ
と
③
企
業
等
と
連
携
し
て

実
習
、
実
技
、
実
験
又
は
演
習
の
授
業
（
以

下
実
習
・
演
習
等
）
を
行
っ
て
い
る
こ
と
④

全
課
程
の
修
了
に
必
要
な
総
授
業
時
数
が

1 

7 

0 

0
単
位
時
間
以
上
又
は
総
単
位
数
が

62
単
位
以
上
で
あ
る
こ
と
⑤
企
業
等
と
連
携

し
て
、
教
員
に
対
し
、
専
攻
分
野
に
お
け
る

実
務
に
関
す
る
研
修
を
組
織
的
に
行
っ
て
い

る
こ
と
⑥
学
校
関
係
者
評
価
を
行
い
、
そ
の

結
果
を
公
表
し
て
い
る
こ
と
―
な
ど
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
特
に
企
業
等
が
参
加
す
る
「
教
育
課
程
編

成
委
員
会
」
や
「
学
校
関
係
者
評
価
委
員
会
」

の
設
置
な
ど
を
求
め
、
企
業
等
と
の
連
携
に

よ
る
職
業
教
育
で
、
学
術
に
重
点
を
置
い
た

大
学
教
育
と
の
相
違
を
鮮
明
に
し
て
い
ま
す
。

全
国
で
９
５
４
校
、２
８
８
５
学
科
に

29
年
度
94
校
152
学
科
を
認
定

職業実践
専門課程

　
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
は
平

成
29
年
12
月
、
平
成
29
年
度
外
国
人
留
学
生

在
籍
状
況
の
調
査
結
果
を
公
表
し
ま
し
た
。

　
我
が
国
の
高
等
教
育
機
関
で
学
ぶ
外
国

人
留
学
生
は
平
成
29
年
5
月
1
日
現
在

26
万
7 

0 

4 

2
人
で
前
年
よ
り
2
万
7 

7  

5 

5
人
増
加
（
11
・
6
％
）
し
て
い
る
こ
と

が
分
か
り
ま
し
た
。

　
外
国
人
留
学
生
を
在
学
段
階
別
で
み
ま
す

と
、
最
も
多
い
の
は
日
本
語
教
育
機
関
で

7
万
8 

6 

5 

8
人
（
前
年
よ
り
1
万
4 

9 

3

人
（
15
・
4
％
）
増
）、2
番
目
が
大
学
（
学
部
）

7
万
7 

5 

4 

6
人
（
同
5 

3 

1 

7
人
（
7
・

4
％
）
増
）、
3
番
目
が
専
門
学
校
5
万
8 

7  

7 

1
人
（
同
8 

5 

3 

6
人（
17
・
0
％
）
増
）、

以
下
、
大
学
院
4
万
6 

3 

7 

3
人
（
同
2 

8  

9 

5
人（
6
・
7
％
）増
）、
準
備
教
育
課
程

3 

2 

2 

0
人（
同
1 

3 

4（
4
・
3
％
）増
）、

短
期
大
学
1 

9 

1 

5
人（
同
3 

8 

5
人
（
25
・ 

2
％
）増
）、高
等
専
門
学
校
5 

5 

9
人
（
同

5
人（
0
・
9
％
）減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
留
学
生
を
出
身
国
（
地
域
）
ベ
ス
ト
10
は
、

①
中
国
10
万
7 

2 

6 

0
人
（
構
成
比
40
・

2
％
）
②
ベ
ト
ナ
ム
6
万
1 

6 

7 

1
人
（
同

23
・
1
％
）
③
ネ
パ
ー
ル
2
万
1 

5 

0 

0
人

（
同
8
・
1
％
）
④
韓
国
1
万
5 

7 

4 

0
人
（
同

5
・
9
％
）、
⑤
台
湾
8 

9 

4 

7
人
（
同
3
・

4
％
）、
⑥
ス
リ
ラ
ン
カ
6 

6 

0 

7
人
（
同

2
・
5
％
）
⑦
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
5 

4 

9 

5
人

（
同
2
・
1
％
）
⑧
ミ
ャ
ン
マ
ー
4 

8 

1 

6

人
（
同
1
・
8
％
）
⑨
タ
イ
3 

9 

8 

5
人
（
同

1
・
5
％
）
⑩
マ
レ
ー
シ
ア
2 

9 

4 

5
人
（
同

1
・
1
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
出
身
地
域
別
で
は
、
ア
ジ
ア
地
域
か

ら
の
留
学
生
が
全
体
の
93
・
3
％
を
占
め
、

欧
州
・
北
米
地
域
か
ら
の
留
学
生
は
4
・

4
％
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。

　
一
方
、
留
学
生
全
体
の
95
・
2
％
に
当
た

る
25
万
4 

1 

1 

6
人
が
私
費
留
学
生
で
、
国

費
留
学
生
は
9 

1 

6 

6
人
（
3
・
4
％
）、

外
国
政
府
派
遣
留
学
生
3 

7 

6 

0
人
（
1
・

4
％
）
で
し
た
。
男
女
別
で
は
男
子
が
14
万 

9 

9 

2 

0
人
で
全
体
の
56
・
1
％
を
占
め
、

女
子
は
11
万
7 

1 

2 

2
人
（
43
・
9
％
）
と

な
っ
て
お
り
、
男
子
の
留
学
生
の
伸
び
が
大

き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
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※ 「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年７月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、
　平成23年５月以降は日本語教育機関に在籍する留学生も含めた留学生数も計上しています。

22 23 2424 2525 26 27 28 2926 27 28 29

80,020

78,658

58,771

46,373

3,220

私費留学生

私費留学生

国費留学生

外国政府派遣留学生

267,042267,042

188,384

254,116

9,166
3,760

留学生総数

高等教育機関在籍者数 高等教育機関在籍者数

留学生総数

学部・短期大学・
高等専門学校

大学院

日本語教育機関

準備教育課程

専修学校
（専門課程）

高等教育機関等における
留学生数の推移 留学生数の推移

188,384

【分野の別】

 分野 工業 農業 医療 衛生 教育 商業 服飾 文化 計
      社会福祉 実務 家政 教養

 合計 638 13 536 271 254 533 110 530 2,885
  （48.6%） （9.5%） （28.8%） （29.6%） （37.3%） （38.3%） （18.6%） （27.1%） （38.9%）

※各分別の（ ）内の数字は当該分野に属する全学科に占める割合。ただし、合計欄の（ ）
内の数字は、修業年限２年以上の全学科数（7,417学科）に占める割合。（平成29年度
学校基本統計による）

※合計欄の（　）内の数字は全専門学校数（2,822校）、修業年限２年以上の全学科数
（7,417学科）に占める割合（修業年限2年未満の学科のみを設置している専門学校数
は不明のため全専門学校数に占める認定学科を有する学校数の割合を記載）。また、
全学科数（8,849学科）に占める認定学科の割合は32.6％である。（専門学校数、学科
数は平成29年学校基本統計による）

※合計欄の学校数・学科数については、過年度に認定された学科を有する学校が別学科
を申請していること、認定取り消し等により、単純合計となっていない。
※認定学科のうち公立は5校6学科（山梨県、岐阜県、静岡県）であり、他は私立である。

「職業実践専門課程」の認定状況
（平成30年2月27日現在）

【学校数及び学科数】

  学校数 学科数

 H25年度 472 1,373

 H26年度 295 677

 H27年度 272 501

 H28年度 150 240

 H29年度 94 152

 合計 954（33.8％） 2,885（38.9％）

専
門
学
校
に
約
5
万
9
千
人
在
籍

平
成
29
年
度
外
国
人
留
学
生




